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１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名：2-（2-エトキシエトキシ）エタノール 

（別の呼称：ジエチレングリコールモノエチルエーテル） 
CAS 番号：111-90-0 
化審法官報公示整理番号：2-422（ジエチレングリコールモノアルキル（C=1～4）エーテ

ル）、7-97（ポリオキシアルキレン（C2～4,8）モノアルキル（又

はアルケニル）（C1～24）エーテル（n=1～150）） 
化管法管理番号： 
RTECS 番号：KK8750000 

分子式：C6H14O3 

分子量：134.17 
換算係数：1 ppm = 5.49 mg/m3（気体、25℃） 
構造式：  

 

（2）物理化学的性状 

本物質は、芳香のある無色の吸湿性液体である 1)。 

融点 -76℃ 2)、-90℃ 3)、-54℃ 4) 

沸点 
202℃ (101 kPa) 5)、201℃ 6)、 
196℃ (101 kPa) 2)、202℃ 3) 

密度 0.9885 g/cm3 (20℃) 5) 

蒸気圧 
17 Pa (25℃) 3), 5)、9 Pa (20℃) 6)、 
16.8 Pa (25℃) 2), 4)、40 Pa (20℃) 3) 

分配係数（1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水）(log Kow) 
-0.54 (pH 不明、25℃、精製水) 7)、 
-0.54 (pH 不明) 6)、-0.43 (pH 不明) 3) 

酸解離定数（pKa）  

水溶性（水溶解度） 1.00×106 mg/L (20℃) 2) 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性及び濃縮性は次のとおりである。 

生物分解性  

好気的分解 

良分解性（類似化学物質の分解性との比較により判定）8) 

 

嫌気的分解 

未順化の微生物を用いた嫌気的条件での分解半減期は 28～112 日とされている 9)。 
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化学分解性 

OH ラジカルとの反応性 （大気中） 

反応速度定数：57.2×10-12 cm3/(分子･sec)（測定値）10) 

半減期：1.1～11 時間（OH ラジカル濃度を 3×106～3×105 分子/cm3 11)と仮定し推定） 

 

加水分解性 

加水分解の基を持たない 9)。 

 

生物濃縮性 

生物濃縮係数(BCF)：3.2（BCFBAF 12) により推定） 

 

土壌吸着性 

有機炭素補正土壌吸着係数(Koc)：1（KOCWIN 13) により推定） 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 製造輸入量等 

本物質の化審法に基づき公表された優先評価化学物質としての製造・輸入数量の推移を表

1.1 に示す 14)。 

 

表 1.1 製造・輸入数量の推移 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 

製造・輸入数量 (t) a) 7,695 6,560 5,282 5,520 3,082 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 

製造・輸入数量 (t) a) 4,003 4,444 5,189 4,590 5,437 

注：a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業者内での自家消費分を含んでいない値を示す。 

 

② 用 途 

本物質の主な用途は、ブレーキフルード、各種樹脂溶剤、可塑剤原料とされている 15)。ま

た化粧品に減粘剤、香料、溶剤として配合されている 16)ほか、業務用及び家庭用水性フロア

ーポリッシュ製品中に被膜形成助剤として添加されている 17)との情報がある。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

本物質は、人健康影響の観点から化学物質審査規制法優先評価化学物質（通し番号：110）に

指定されている。 
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２．曝露評価 

環境リスクの初期評価のため、我が国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からの曝露を中心に評価するこ

ととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度に

より評価を行っている。 

 

（1）環境中への排出量 

本物質は化学物質排出把握管理促進法（化管法）の第一種指定化学物質ではないため、排出

量及び移動量は得られなかった。 

本物質は、揮発性有機化合物（VOC）排出インベントリ 1)により排出量が推計されている。工

業用洗浄剤の使用段階での排出量を推計した結果を表 2.1 に示す。 

 

表 2.1 推計排出量の推移 

年度 2013 2014 2015 2016 2017 

推計排出量 (t) 5 5 5 5 6 

年度 2018 2019 2020 2021 2022 

推計排出量 (t) 6 6 5 6 6 

 

（2）媒体別分配割合の予測 

化管法に基づく排出量及び下水道への移動量が得られなかったため、Mackay-Type Level III 

Fugacity Model2)により媒体別分配割合の予測を行った。結果を表 2.2 に示す。 

 
表 2.2 Level Ⅲ Fugacity Model による媒体別分配割合（％） 

排出媒体 大 気 水 域 土 壌 大気/水域/土壌 

排出速度（kg/時間） 1,000 1,000 1,000 1,000（各々） 

大 気 1.3 0.0 0.0 0.4 

水 域 24.6 99.8 20.9 40.2 

土 壌 74.0 0.0 79.0 59.3 

底 質 0.0 0.2 0.0 0.1 

注：環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの。 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.3.1、表

2.3.2 に示す。 
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表 2.3.1 各媒体中の存在状況（国による調査結果） 

媒体 
幾何 算術 

最小値 最大値 a) 
検出 

検出率 調査地域 測定年度 文献 
平均値 a) 平均値 下限値 

           

一般環境大気 µg/m3          

           

室内空気 µg/m3          

           

食物 µg/g          

           

飲料水 µg/L          

           

地下水 µg/L          

           

土壌 µg/g          

           

公共用水域・淡水 µg/L 0.21 0.24 0.11 0.48 0.054 11/11 全国 2015 3) 

           

公共用水域・海水 µg/L 0.29 0.32 0.12 0.48 0.054 9/9 全国 2015 3) 

           

底質(公共用水域・淡水) µg/g          

           

底質(公共用水域・海水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・海水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・海水) µg/g          

           

注：a) 最大値又は幾何平均値の欄の太字で示した数字は、曝露の推定に用いた値を示す。 

 

表 2.3.2 各媒体中の存在状況（国以外の調査結果） 

媒 体 
幾何 

平均値 a) 
算術 
平均値 

最小値 最大値 a) 
検出 

下限値 b) 
検出率 調査地域 測定年度 文献 

           

一般環境大気 µg/m3          
           

室内空気 µg/m3 －c) －c) <2.5 7.1 2.5 －c) /18 東京都 2016 4) 

           
食物 µg/g          
           
飲料水 µg/L          
           
地下水 µg/L          
           
土壌 µg/g          

           

公共用水域・淡水 µg/L >0.1 >0.1 >0.1 >0.1 0.1 5/5 埼玉県 2019 5) d) 
           

公共用水域・海水 µg/L          
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媒 体 
幾何 

平均値 a) 
算術 
平均値 

最小値 最大値 a) 
検出 

下限値 b) 
検出率 調査地域 測定年度 文献 

底質(公共用水域・淡水) µg/g          

           

底質(公共用水域・海水) µg/g          

           

魚類(公共用水域・淡水) µg/g          
           

魚類(公共用水域・海水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・淡水) µg/g          

           

貝類(公共用水域・海水) µg/g          

           

注：a) 最大値又は幾何平均値の欄の下線を付した数字は、参考値として曝露の推定に用いた値を示す。 
    b) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す。 
    c) 公表されていない。 
    d) 精度管理の検討が不十分なため、定量的な曝露の推定には採用しない。 

 

（4）人に対する曝露量の推定（一日曝露量の予測最大量） 

公共用水域・淡水の実測値を用いて、人に対する曝露の推定を行った（表 2.4）。化学物質の

人による一日曝露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及び食事量をそれぞれ 15 

m3、2 L 及び 2,000 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定している。 

 
表 2.4 各媒体中の濃度と一日曝露量 

 媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 

平 
 
 
 
 

均 

大気   

一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 

室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
   

水質   

飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
地下水 データは得られなかった データは得られなかった 
公共用水域・淡水 0.21 µg/L 程度 (2015) 0.0084 µg/kg/day 程度 

   

食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
   

土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
   

最
大
値 

大気   

一般環境大気 データは得られなかった データは得られなかった 

室内空気 限られた地域で 7.1 µg/m3 程度の報告が

ある (2016) 
限られた地域で 2.1 µg/kg/day程度の報告

がある 
   

水質   

飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
地下水 データは得られなかった データは得られなかった 
公共用水域・淡水 0.48 µg/L 程度 (2015) 0.019 µg/kg/day 程度 

   

食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
   

土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
   

注：太字の数値は、リスク評価に用いた曝露濃度（曝露量）を示す。 
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吸入曝露については、表 2.4 に示すとおり、一般環境大気の実測データが得られていないた

め、平均曝露濃度、予測最大曝露濃度ともに設定できなかった。室内空気については、限られ

た地域を対象とした調査において、最大 7.1 µg/m3程度となった。 

 
表 2.5 人の一日曝露量 

媒 体 平均曝露量 (μg/kg/day) 予測最大曝露量 (μg/kg/day) 

 大 気 一般環境大気   

  室内空気   

   参考値 a), b)  (2.1) 

  飲料水   

 水 質 地下水   

  公共用水域・淡水 0.0084 0.019 

 食 物    

 土 壌    

注：1) 太字の数値は、リスク評価に用いた曝露量を示す。 
2) 括弧内の値は、調査時期や調査地域等の観点から参考値としたものを示す。 

a) 限られた地域を調査対象とした結果に基づく曝露量 
b) 過去（10 年以上前）の調査結果に基づく曝露量 

 

経口曝露量については、表 2.5 に示すとおり曝露量を設定できる飲料水、地下水、食物及び

土壌の実測データが得られていない。そこで公共用水域・淡水からのみ摂取すると仮定した場

合には平均曝露量は 0.0084 μg/kg/day 程度、予測最大曝露量は 0.019 μg/kg/day 程度となった。 

物理化学的性状から考えて生物濃縮性は高くないと推測されることから、本物質の環境媒体

から食物経由の曝露量は少ないと考えられる。 

 

（5）水生生物に対する曝露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する曝露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.6 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡水域

では 0.48 μg/L 程度、海水域では 0.48 μg/L 程度となった。 

 
表 2.6 公共用水域濃度 

水 域 平   均 最 大 値 

淡 水 0.21 µg/L 程度 (2015) 0.48 µg/L 程度 (2015) 

海 水 0.29 µg/L 程度 (2015) 0.48 µg/L 程度 (2015) 

注：1) 環境中濃度での（ ）内の数値は測定年度を示す。 
2) 公共用水域・淡水は河川河口域を含む。 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

 

（1）体内動態、代謝 

本物質は、皮膚及び胃腸管から吸収されることが示されている。ヒトの腹部皮膚や皮膚全体

における本物質の吸収については in vitro で実験されており、皮膚の吸収速度は 0.125±0.103 

mg/cm2/hr、ヒトの腹部皮膚の透過係数は 1.32×10-4 cm/hr、損傷率（皮膚の完全性の尺度）は 1.20

±2.62 であった 1)。本物質の物理化学データに基づき、皮膚表面積 2,000 cm2として Guy and Potts 

(1993)2)、Wilschut et al. (1995) 3) のモデルを用いて吸収速度を計算すると、それぞれ 228 mg/hr、

404 mg/hr となり、これらの計算値は in vitro 実験で決定された値（0.125±0.103 mg/cm2/hr×2,000 

cm2 = 250±206 mg/hr）とよく相関していた 4）。 

ジエチレングリコールエーテル類はアルコール脱水素酵素の基質としては不十分であり 5)、

本物質による P-450 の誘導を測定した実験の結果、シトクロム P-450 の良好な基質であると予

想された 6)。ヒト志願者に本物質 11.2 mmol を単回経口投与した結果、投与量の約 68％が 12

時間以内に 2-（2-エトキシエトキシ）酢酸として尿中排泄された 7)。ジエチレングリコールエ

ーテル類を用いたげっ歯類の代謝研究では、主な代謝変換にはアルコキシエトキシ酢酸

（alkoxyethoxy acetic acids）の形成が含まれているが、アルコキシ酢酸（alkoxyacetic acids）は

全く形成されないか、または微量しか形成されない 4)。高用量の本物質を投与すると、生体内

でアルコキシ酢酸が生成され、精巣の損傷や赤血球の溶血を引き起こす可能性がある 4)。本物

質をラットに 90 日間経口投与した試験では、2,500 mg/kg/day 群の雌で投与後 45 日、雄で投与

後 90 日にヘモグロビン濃度の低下が報告された 8)。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 

表 3.1 急性毒性 9) 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 7,500 mg/kg 
マウス 経口 LD50 7,250 mg/kg 
ウサギ 経口 LD50 3,620 mg/kg 

モルモット 経口 LD50 3,000 mg/kg 
ラット 吸入 LC50 > 5,240 mg/m3 (4hr) 
ラット 経皮 LD50 6 mL/kg 
マウス 経皮 LD50 6 mL/kg 
ウサギ 経皮 LD50 4,200 μL/kg 

モルモット 経皮 LD50 > 32 g/kg 
注：（ ）内の時間は曝露時間を示す。 

 

本物質は皮膚の脱脂を起こし、乾燥やひび割れを生じることがあり、眼を軽度に刺激する 10)。 
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② 中・長期毒性 

ア）Sprague-Dawley ラット雄 10 匹を 1 群とし（対照群の匹数不明）、0、1,340、2,680、5,360 

mg/kg/day を 6 週間強制経口投与した結果、2,680 mg/kg/day 群で 1/10 匹、5,360 mg/kg/day 群

の 4/10 匹が死亡し、5,360 mg/kg/day 群の 3/10 匹が瀕死状態となった。2,680 mg/kg/day 群で

投与後 1 週間に嗜眠がみられた。2,680 mg/kg/day 群では、肝臓、心臓、腎臓の相対重量の

増加、前胃の角化亢進、脾臓のうっ血、5,360 mg/kg/day 群で血尿、肝臓、腎臓の相対重量

の増加、前胃の角化亢進、脾臓のうっ血、腎臓の沈着、肝臓の核大小不同、赤血球数の減

少、平均赤血球容積（MCV）及び平均赤血球血色素量（MCH）の増加、平均赤血球色素濃

度（MCHC）の減少、アルカリホスファターゼの減少が認められた。1,340 mg/kg/day 群では

影響はなかった 11)。また、生殖器官への影響としては、2,680 mg/kg/day 群の 1/10 匹で精巣

上体における精巣萎縮、精子の変性、精液減少がみられたが、1,340 mg/kg/day 群及び 5,360 

mg/kg/day 群ではみられなかった 11)。 

この結果から、一般毒性についての NOAEL を 1,340 mg/kg/day とする。 

 

イ）CFE ラット雌雄各 15 匹を 1 群とし、本物質（エチレングリコール 0.4％以下含有、トー

タルの純度不明）を 0、0.5、5.0％の濃度で餌に混ぜて 90 日間投与した結果（0、250、

2,500 mg/kg/day 相当）、5.0％群の雌雄で尿中のシュウ酸の結晶、腎臓相対重量の増加、雄 6

匹及び雌 1 匹の腎臓で近位尿細管の水腫性変性、雄 3 匹及び雌 1 匹で腎皮質の石灰化が認

められた。また、5.0％群の雄で体重増加の抑制、投与後 90 日にヘモグロビン濃度の低下、

雌では投与後 45 日にヘモグロビン濃度の低下、赤血球数の減少を認めた。5.0％群の雌では

脾臓及び甲状腺の相対重量増加も認められた 8)。なお、雌雄の生殖器官の重量や組織に、投

与に関連した影響はみられなかった 8)。この結果から、一般毒性の NOAEL を 0.5％

（250 mg/kg/day）とする。 

 

ウ）CD-1 マウス雌雄各 20 匹を 1 群とし、0、0.2、0.6、1.8、5.4％の濃度で餌に添加し（0、

300、900、2,700、8,100 mg/kg/day 相当）、90 日間投与した結果、5.4％群の雄 7/16 匹（20 匹

中 2 匹は肺感染症で死亡、2 匹は原因不明で死亡）が腎臓の進行性の細胞内浮腫（水腫変

性）の徴候を示し、うち 5 匹が死亡した。1.8％以上の群の雄及び 5.4％群の雌で腎臓相対重

量の増加、5.4％群の雌雄で小葉中心性肝細胞肥大、尿細管の変性と萎縮、雄で赤血球数の

減少、膀胱内腔内のタンパク質貯留、膀胱粘膜下の炎症性細胞浸潤が認められた 8)。なお、

雌雄の生殖器官の組織で、投与に関連した影響はみられなかった 8)。この結果から、一般毒

性の NOAEL を 0.6％（900 mg/kg/day）とする。 

 

エ）ラット（系統不明）の雌雄各 12 匹を 1 群とし、本物質（エチレングリコール 0.4％含有）

を 0.25、1、5％の濃度（約 200、800、4,000 mg/kg/day 相当）で餌に混ぜて 90 日間混餌投与

した試験で、5％群の雄 1 匹が投与後 23 日で体重減少し、死亡した。この個体は尿細管、

肝臓の水腫性変性がみられた。5％群の雌雄で投与後 12 週の平均体重の低下、尿中アスパ

ラギン酸アミノトランスフェラーゼ（AST）活性の高値、腎臓重量（相対重量）の増加、雄

の 2 匹及び雌 1 匹で腎臓の水腫性変性、雄でタンパク尿、生殖器官重量の増加、精巣水腫
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（5 匹）が認められた。5％群のほとんどの個体で（匹数の記載なし）、肝臓の軽微～中等度

の脂肪変性がみられた。0.25、1％群では投与に関連した影響はなかった 12)。また、5％群の

雄の 5/12 匹で精巣水腫がみられたが、他の投与群では精巣に影響はなかった。なお、この

試験では対照群の有無は不明とされている 4)。 

 

オ）ブタ雌雄各 3 匹を 1 群とし、0、167、500、1,500 mg/kg/day を 90 日間経口投与（投与方

法の報告なし）した結果、1,500 mg/kg/day 群では投与後 14～ 21 日で 3 匹（雌 2 匹、雄 1

匹）が死亡または尿毒症の症状を示して安楽殺され、1,500 mg/kg/day 群は投与量を

1,000 mg/kg/day に減らされた。1,500 mg/kg/day 群では雌雄ともに赤血球数の減少がみられ

た。500 mg/kg/day 群の雌の 1 匹及び 1,500→1,000mg/kg/day 群のほぼ全数で肝臓及び腎臓の

尿細管の水腫性変性、1,000～1,500 mg/kg/day 群の雄で腎臓相対重量の増加がみられた 8)。

生殖器官の重量や組織病理学的な影響については報告されていない。この結果から、一般

毒性の NOAEL を 167 mg/kg/day とする。 

 

カ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 5 匹を 1 群とし、0、16、49、200 ppm（0、90、270、1,100 mg/m3）

を 28 日間（6 時間/日、5 日/週）鼻部吸入させた結果、49 ppm 群及び 200 ppm 群の雄のそ

れぞれ 2/5 匹及び 3/5 匹で、喉頭の腹側軟骨に壊死の病巣が認められた。曝露群で全身性の

影響はなかった 13)。また、雌雄の臓器の重量や組織に、投与に関連した影響はみられなか

った 13)。この結果から、一般毒性の NOAEL を 16 ppm（90 mg/m3、曝露状況で補正して

16 mg/m3）とする。 

 

キ）ラット（系統、性別、対照群の有無、使用動物数のいずれも不明）に、0.2、1、4 ppm （1、

5、25 mg/m3）を 4 ヶ月間連続して吸入曝露（24 時間/日、7 日/週）した結果、主に 5 mg/m3

以上の群で神経系の機能状態の変化、血液の分析によって白血球数、尿素、乳酸、ピルビン

酸の濃度の変化、貧血の徴候、曝露期間終了前の剖検で肝臓重量の増加がみられ、5 mg/m3 

以上に曝露したラットでは曝露期間と回復期間の両方で、ナルコーシスは観察されなかっ

た 14)。本報告は、どの曝露群でどのような影響が観察されたかの詳細が不明であり、報告

に限界がある 4)とされている。 

 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Swiss CD-1 マウスの F0世代の雌雄各 20 匹を 1 群とし（対照群は雌雄各 40 匹）、0、0.25、

1.25、2.5％の濃度で飲料水に添加（0、440、2,200、4,400 mg/kg/day 相当）して交配前 1 週

間から交配期間 14 週間を経て、その後 F0 ペアを分離して 3 週間投与した。F0 世代の対照

群及び 2.5％群が産んだ最後の同腹仔（F1世代）は生後 74 日時点で対照群及び 2.5％群の非

兄弟マウスとペアにされ、F2 世代が産まれるまで投与が続けられた。F0 世代については、

投与期間中に生殖への影響が観察されなかったため、解剖は行われなかった。F1 世代（親

動物）の 2.5％群（4,400 mg/kg/day 相当）の雌雄で肝臓の絶対重量または相対重量の増加、

雄で精子の運動性の 34％減少を認めた。F0世代、F1世代の雌雄で生殖に対する機能的な影

響はみられなかった。著者らは、2.5％レベルの用量のみの投与であったため、NOAEL を特
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定しなかった 15)。 

 

イ）Sprague-Dawley ラット雌（妊娠雌は対照群で 15 匹、102 ppm 群で 20 匹）に、0、102 ppm

を妊娠 7 日から 15 日まで（7 時間/日）吸入させた結果、102 ppm 群の母ラットの妊娠数、

一腹当たりの着床数や吸収胚数、一腹当たりの出生仔数、出生仔の体重、異常な胎仔を持

つ同腹仔数、胎児の内臓系、骨格系の奇形や変異への影響はなかった 16)。本試験は曝露群

が 1 群のみのため、NOAEL の設定は行わないこととした。 

 

ウ）Sprague-Dawley ラット雌 13～17 匹を 1 群とし、0、1.4 mL/kg/day（0、1,385 mg/kg/day 相

当）を妊娠 7 日から 16 日まで皮膚塗布した結果、1.4 mL/kg/day 群の母ラットで体重増加の

抑制、完全に胚吸収された腹数の増加が認められたが、一腹当たりの着床数、着床後胚損

失数及び生存胎仔数、胎仔の体重への影響はなく、胎仔の内臓系、骨格系の奇形や変異に

ついても影響はなかった 17)。本試験は曝露群が 1 群のみのため、NOAEL の設定は行わない

こととした。 

 

エ）CD-1 マウス雌 50 匹を 1 群とし、0、5,500 mg/kg/day を妊娠 6 日から 13 日まで（プラグ

が観察された日を妊娠 0 日として数えたもの）強制経口投与した結果、5,500 mg/kg/day 群

の母マウスでは死亡率の増加（7/50 匹）が認められた。仔では、同腹仔の生存率、出生時

の一腹当たりの生存仔数、出生後生存率、出生時の体重、体重増加の抑制に投与に関連し

た影響は認められなかった 18, 19) 。本試験は曝露群が 1 群のみのため、NOAEL の設定は行

わないこととした。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）本物質 300 mL（体重を 70 kg として約 4,224 mg/kg に相当）を摂取した男性で、呼吸困

難、口渇、アシドーシス、尿中のアルブミンがみられたが、対症療法により回復した 20) と

の報告がある。 

 

イ）ヒト志願者実験として、25 人の被験者に、本物質を 20％混ぜたワセリンを 48 時間、閉

塞パッチテストした結果、刺激は認められなかった 21)。濃度不明の本物質に 10 日間経皮曝

露した被験者 60 人のうち、3 人が刺激性の徴候を示したとの報告がある 22)。  

本物質 50％溶液を 48 時間、閉塞パッチテストした実験では、曝露した男性の 45％が紅斑

と浮腫を示した 23)。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2

に示すとおりである。 
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表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 

WHO IARC －  

EU EU  －  

 EPA －  

USA ACGIH －  

 NTP －  
日本 日本産業衛生学会 －  
ドイツ DFG －  

 

② 遺伝子傷害性に関する知見 

ア）in vitro 試験系では、代謝活性化系（S9）添加の有無にかかわらずネズミチフス菌で遺伝

子突然変異を誘発しなかった 24, 25)。また、S9 添加の有無にかかわらずネズミチフス菌で

弱い遺伝子突然変異が認められたとの報告 26)もあったが、統計分析が行われておらず、

陽性反応の基準も示されていないものであった。S9 無添加の酵母では細胞毒性が生じた

用量で弱い遺伝子突然変異が認められた 26)との報告があった。 

 

イ）in vivo 試験系では、腹腔内投与したマウスで小核を誘発しなかった 26)。 

 

③ 実験動物に関する発がん性の知見 

ア）Albinoラット雌 4 匹、雄 6匹を 1 群とし、0、2.16％の濃度で餌に添加し（0、約 1,000 mg/kg/day

相当）、2 年間投与した試験の結果、2.16％群で軽度の慢性的な肝臓傷害（小葉中心性肝細

胞萎縮、胆管増生、脂肪変性）、精巣傷害（間質の水腫、重度の精細管萎縮）、腎臓でシュウ

酸結石がみられたが、慢性的な腎臓の組織傷害はみられなかった 27)。腫瘍についての言及

はなかった。 

 

イ）Albino ラット雌雄各 8 匹を 1 群とし、0.01、0.04、0.2、1％の濃度（対照群なし）で飲水

に添加し（10、40、200、950 mg/kg/day 相当）、718 日間投与した 3 世代試験の結果、投与

による腫瘍の増加はなかったとの報告 28) がある。 

 

④ ヒトに関する発がん性の知見 

ア）ヒトでの発がん性に関して、知見は得られなかった。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性に関する知見が得られているが、発

がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断でき



1 2-（2-エトキシエトキシ）エタノール 

 

12 
 

ない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に基

づき無毒性量等を設定することとする。 

経口曝露の非発がん影響については、中・長期毒性オ）に示したブタの知見から得られた

NOAEL 167 mg/kg/day（肝臓及び腎臓の尿細管の水腫性変性）を、慢性曝露への補正が必要な

ことから 10 で除した 17 mg/kg/day が信頼性のある最も低濃度の知見と判断し、これを無毒性

量等に設定する。 

吸入曝露の非発がん影響については、中・長期毒性カ）に示したラットの知見から得られ

た NOAEL 16 ppm（喉頭の腹側軟骨の壊死）を曝露状況で補正して 2.9 ppm（16 mg/m3）とし、

慢性曝露への補正が必要なことから 10 で除した 1.6 mg/m3 が信頼性のある最も低濃度の知見

と判断し、これを無毒性量等に設定する。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 

ア）経口曝露 

【予測最大曝露量に基づく Margin of Exposure（MOE）等による健康リスクの判定】 

経口曝露については、公共用水域・淡水を摂取すると仮定した場合、平均曝露量は 

0.0084 µg/kg/day 程度、予測最大曝露濃度は 0.019 µg/kg/day 程度であった。無毒性量等

17 mg/kg/day と予測最大曝露量から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除

して求めた MOE は 89,000 となる。 

このため、健康リスクの判定としては、現時点では作業は必要ないと考えられる。 

 
表 3.3 経口曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露量 予測最大曝露量 無毒性量等 MOE 

経口 
飲料水 － － 

17 mg/kg/day ブタ 
－ 

公共用水

域・淡水 
0.0084 µg/kg/day 程度 0.019 µg/kg/day 程度 89,000 

【総合的な判定】 

食物からの曝露量は得られていないが、環境媒体から食物経由で摂取される曝露量は少な

いと推定されることから、その曝露量を加えても MOE やがん過剰発生率が大きく変化する

ことはないと考えられる。 

したがって、総合的な判定としては、本物質の経口曝露については、健康リスクの評価に

向けて経口曝露の情報収集等を行う必要性は低いと考えられる。 

 

イ）吸入曝露 

【予測最大曝露濃度に基づく Margin of Exposure（MOE）等による健康リスクの判定】 

吸入曝露については、一般環境大気及び室内空気の曝露濃度が把握されていないため、健

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］
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康リスクの判定はできなかった。 

 
表 3.4 吸入曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露濃度 予測最大曝露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 － － 

1.6 mg/m3 ラット 
－ 

室内空気 － － － 

 

 

【総合的な判定】 

限られた地域の室内空気の実測データ（2016 年）から求めた予測最大曝露濃度は 7.1 µg/m3

であったが、参考としてこれと無毒性量等 1.6 mg/m3 から、動物実験結果より設定された知

見であるために 10 で除して求めた MOE は 23 となる。なお、本物質は化管法の第一種指定化

学物質ではなく排出量及び移動量は得られなかったため、大気への届出排出量に基づく大気

中濃度の推定はできなかった。 

したがって、総合的な判定としては、本物質の一般環境大気及び室内空気からの吸入曝露

については、健康リスクの評価に向けて吸入曝露の情報収集等を行う必要性があると考えら

れる。 

まずは高排出事業所近傍の大気中及び室内空気中の濃度データを充実させることが必要と

考えられる。 

 
  

詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、生物群（藻類等、甲殻類等、魚類

及びその他の生物）ごとに整理すると表 4.1 のとおりとなった。 

 

表 4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 
急

性 

慢 

性 
毒性値 
[µg/L] 

生物名 生物分類／和名 
エンドポイント

／影響内容 

曝露期間

[日] 

試験の 

信頼性 

採用の 

可能性 
文献 No. 

藻類等 ○  14,900,000 
Raphidocelis 
subcapitata 

緑藻類 
EC50  
GRO (RATE) 

3 B B 
2)- 

2024071 

甲殻類

等 
 ○ 7,380 

Ceriodaphnia 
dubia 

ニセネコゼミ

ジンコ 
EC10   REP 7 D C 

1)-67681 

4)*1 

 ○  1,982,000 Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR 2 B B 3)-1 

 ○  4,670,000 Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR 2 B B 1)-12004 

 ○  > 10,000,000 Daphnia magna オオミジンコ LC50   MOR 2 B B 3)-2 

 ○  > 10,000,000 Artemia salina アルテミア属 TLm   MOR 1 B B 
1)-2408 

4) *1 

魚 類 ○  6,010,000 Ictalurus 
punctatus 

アメリカナマ

ズ 
LC50   MOR 4 B B 

1)-12004 

4) *1 

 ○  9,650,000 Pimephales 
promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
LC50   MOR 4 B B 1)-12004 

 ○  > 10,000,000 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッ

ドミノー 
LC50   MOR 4 C C 3)-3 

 ○  > 10,000,000 
Lepomis 
macrochirus 

ブルーギル LC50   MOR 4 B B 
1)-863 

4) *1 

 ○  > 10,000,000 
Menidia 
beryllina 

トウゴロウ 

イワシ目 
LC50   MOR 4 B B 

1)-863 

4) *1 

その他 ○  7,611,000 
Arbacia 
punctulata 

アスナロウニ

科（胚） 
EC50   DVP 2 B B 1)-10509 

 ○  18,800,000 
Paratanytarsus 
dissimilis 

ニセヒゲユス

リカ属 
LC50   MOR 2 B B 1)-12004 

 ○  20,900,000 
Lithobates 
catesbeianus 

ウシガエル 
（幼生） 

LC50   MOR 4 B B 1)-12004 

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 
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試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 
A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 
―：採用の可能性は判断しない 

エンドポイント 

EC10 (10% Effective Concentration)：10%影響濃度、EC50 (Median Effective Concentration)：半数影響濃度、 

LC50 (Median Lethal Concentration)：半数致死濃度、TLm (Median Tolerance Limit)：半数生存限界濃度 

影響内容 

DVP (Development)：発生、GRO (Growth)：生長（植物）、MOR (Mortality)：死亡、 

REP (Reproduction)：繁殖、再生産 

毒性値の算出方法 

RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

 

*1 OECD の高生産量既存化学物質初期リスク評価レポート（文献 4)）には、元文献に基づいた概要が掲載されている 

 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれ

ぞれについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度 (PNEC) 導出のために採用した。その知見の

概要は以下のとおりである。 

 

1） 藻類等 

Aruoja ら 2)-2024071は、難溶性物質及び揮発性物質に対応するため、OECD テストガイドライン

No.201 (2011) を若干改変した方法及び ISO の試験方法 (ISO 14442, 2006) に準拠して、緑藻類

Raphidocelis subcapitata（旧名 Pseudokirchneriella subcapitata）の生長阻害試験を実施した。試験

は止水式（密閉容器使用）で行われた。試験培地には 0.3g NaHCO3 /L を添加し、pH を 7.0 に調

整し、培地中の溶存 CO2 濃度を高めた。また、限られた CO2 供給に対応できるように、初期藻

類密度を 3,000 cells /mL まで減らした。設定試験濃度区は、対照区及び 6～7 濃度区であった。

生長阻害に関する速度法による 72 時間半数影響濃度 (EC50) は、設定濃度に基づき 14,900,000 

µg/L であった。 

 

2） 甲殻類等 

OECD テストガイドライン No.202 と同等の米国 EPA の試験方法に従って、オオミジンコ

Daphnia magna の急性毒性試験が実施された 3)-1。試験は止水式で行われた。試験用水として脱

塩素化ヒューロン湖水が用いられた。48 時間半数致死濃度 (LC50) は、設定濃度に基づき

1,982,000 µg/L であった。 

 

3） 魚 類 

Thurston ら 1)-12004 はアメリカナマズ Ictalurus punctatus の急性毒性試験を実施した。試験は流

水式（換水時間：3～8 時間）で行われ、設定試験濃度区は対照区及び 5 濃度区（公比 1.3～2）

であった。試験溶液の調製には試験用水として地下水が用いられた。96 時間半数致死濃度 (LC50) 

は、実測濃度に基づき 6,010,000 µg/L であった。 

 

4） その他の生物 

Jackim と Nacci1)-10509は、アスナロウニ科 Arbacia punctulata の胚発生毒性試験を実施した。試

験は止水式で行われ、設定試験濃度区は、対照区 (0 mL) 及び 5 濃度区 (5,000～50,000 mg/L) で
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あった。試験用水として濾過滅菌海水（塩分 30）が用いられた。発生異常に関する 48 時間半数

影響濃度 (EC50) は、設定濃度に基づき 7,611,000 µg/L であった。 

 

（2）定量的構造活性相関 (QSAR) 等による検討 

環境リスク初期評価において、予測無影響濃度 (PNEC) の導出には、原則として生態毒性に

関する試験によって得られた実験値を用いることとしており、定量的構造活性相関 (QSAR) に

よる予測結果及び類似物質に基づく類推等は、総合的な判定の実施に活用される。 

本物質の 3 生物群（藻類等、甲殻類等、魚類）の急性毒性において、採用可能とされた実験

値は得られているものの、藻類等については信頼性のあるものが 1 データのみと少なかった。

また、慢性毒性においては、3 生物群ともに採用可能な実験値は得られていない。 

そこで、藻類の急性毒性及び 3 生物群の慢性毒性において、予測手法を用いた生態毒性の推

定を実施し、藻類の急性毒性については、その結果が実験値を補強する証拠の 1 つとして用い

ることができるか、3 生物群の慢性毒性についてはリスク評価に活用できるかを検討した（付属

資料「2- (2-エトキシエトキシ) エタノール」参照）。 

 

1）QSAR による生態毒性の推定 

藻類の慢性毒性について、指標aを満たし、かつ適用領域内bのものとして、ECOSAR (Neutral 

Organics) から 511,000 μg/L が得られた（表 4.2）。しかし、QSAR クラスを構成している参照物

質の構造を確認したところ、本物質のようなポリエチレンオキシドを有する物質は含まれてお

らず、藻類の慢性毒性としてこの予測結果を採用するのは妥当ではないと判断された。 

 

表 4.2 QSAR を用いた藻類慢性毒性予測結果の概要 

(KOWWIN v1.69 による推定値 log Kow = -0.69 を用いた予測) 

QSAR 
予測値 
[µg/L] 

エンドポイント QSAR モデル QSAR クラス 
Max log Kow 

[log Kow Range] 
R2 n Q2 

511,000 ChV ECOSAR 2.2 Neutral Organics 8 [ -1.2, 5.9 ] 0.70 34 (5) ― 

R2：QSAR 式の決定係数 

n：毒性試験データ数 

(  ) の数値は KATE では Support Chemicals (log Kow 推定値 > 6.0 の化学物質、不等号付き、外れ値)、ECOSAR では SAR 

data not included in Regression Equation 等、クラスの構造定義に合致するものの QSAR 式の構築には使用されないデータの

数。 

Q2：leave-one-out による内部バリデーション指標 (KATE 2020 のみ) 

ChV (Chronic Value)：NOEC と LOEC の幾何平均値 

Max log Kow：ECOSAR において各 QSAR 式に定められる log Kow の値。これを超過する log Kow では「No Effects at Saturation」

と予測される。 

[log Kow Range]：QSAR を構築する参照物質の最小及び最大の log Kow 

 

 

 
a KATE、ECOSAR に共通：決定係数 (R2) が 0.7 以上、毒性試験データ数 (n) が 5 以上。KATE のみ：leave-one-out による内部

バリデーション指標 (Q2) が 0.5 以上  
b KATE、ECOSAR に共通：推定 logKow が QSAR を構築する参照物質の log Kow の最大値と最小値の間に存在する。 

KATE のみ：部分構造適用領域に対する判定が「in」又は「in (conditionally)」である 
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2）類推による生態毒性の推定 

藻類の急性毒性及び 3 生物群（藻類、甲殻類及び魚類）の慢性毒性について、類似物質によ

る類推により、毒性予測を検討した。 

本物質が分類される QSAR 式を構築している参照物質のうち、本物質と化学構造的に類似性

が比較的高い物質を抽出した（表 4.3）。類似物質について、藻類等の急性及び慢性毒性値、甲

殻類等の慢性毒性値は得られたが、魚類の慢性毒性値は得られなかった。そのため、魚類慢性

毒性については、参照物質による類推はできなかった。 

類似物質の毒性傾向を確認したところ、log Kow と毒性の間にはっきりとした傾向は見られ

なかった。しかし、限度試験濃度で影響なしという物質が多く見られた。log Kow の観点から見

ると、本物質は表 4.3 の類似物質の範囲内に内挿されていると考えられる。したがって、これら

類似物質と同様に、本物質の藻類急性・慢性毒性予測値及び甲殻類の慢性毒性予測値も、限度

試験成立濃度で影響なし（つまり、藻類急性毒性予測値；100,000 µg/L 超、藻類及び甲殻類の慢

性毒性予測値；100,000 µg/L 程度）と推測された。また、藻類急性毒性予測値 (100,000 µg/L 超) 

は、文献からの藻類急性実験値 (14,900,000 µg/L) を補強する証拠の 1 つであると考えられた。 

 
表 4.3 KATE2020 及び ECOSAR2.2 で毒性予測した QSAR クラスの参照物質に含まれる 

化学構造的に類似性が比較的高い物質と毒性値 

 
CAS 
番号 

物質名 構造式 
log 

Kow 
（推定） 

毒性値 [μg/L] 
（出典） 

藻類等 甲殻類等 魚 類 

急 性 慢 性 慢 性 慢 性 

類似物質
1 

112-27-6 
トリエチレン

グリコール  -1.75 ― ― ― ― 

類似物質
2 

111-46-6 
ジエチレン 
グリコール  

-1.47 
57,400,000 
（第 17 巻*） 

5,000,000 
（第 17 巻*） ― ― 

類似物質
3 

109-86-4 
エチレングリ

コールモノメ

チルエーテル  
-0.91 

> 100,000 
（第 4 巻*） 

100,000 
（第 4 巻*） 

92,000 
（第 4 巻*） ― 

本物質 
（予測対象 

物質） 
111-90-0 

2-(2-エトキシ

エトキシ)  
エタノール 

 
-0.69 

14,900,000 

（文献 2024071）
― ― ― 

類似物質
4 

110-80-5 
エチレングリコ

ールモノエチル

エーテル  
-0.42 

> 100,000 
（第 4 巻*） 

100,000 
（第 4 巻*） 

97,000 
（第 4 巻*） ― 

類似物質
5 

109-59-1 
2-イソ 

プロポキシ 
エタノール 

 

0.00 
> 1,000,000 

(MOE, 2001) 

1,000,000 

(MOE, 2001) 

98,000 

(MOE, 2001) 
― 

類似物質
6 

143-22-6 

トリエチレン

グリコール 
モノブチル 
エーテル 

 0.02 
> 920,000 

(MOE, 1998) 

86,000 

(MOE, 1998) 

100,000 

(MOE, 1998) 
― 

類似物質
7 

7580-85-0 
2-t-ブトキシ 
エタノール 

 

0.46 
> 870,000 

(MOE, 2000) 

23,000 

(MOE, 2000) 

100,000 

(MOE, 2000) 
― 
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CAS 
番号 

物質名 構造式 
log 

Kow 
（推定） 

毒性値 [μg/L] 
（出典） 

藻類等 甲殻類等 魚 類 

急 性 慢 性 慢 性 慢 性 

類似物質
8 

111-76-2 
2-ブトキシ 
エタノール  

0.57 
> 1,000,000 
（第 6 巻*） 

125,000 
（第 6 巻*） 

100,000 
（第 6 巻*） ― 

出典 
*：『化学物質の環境リスク評価』、MOE：環境省（庁）生態影響試験（数字は公表年）、そのほかの文献は「５.引用文献等」を参照 

（3）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

生態毒性試験により得られた毒性値のうち、急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上

記本文で示した最小毒性値に情報量に応じたアセスメント係数を適用し、予測無影響濃度 

(PNEC) を求めた。 
 

急性毒性値 

藻類等 Raphidocelis subcapitata 72 時間 EC50（生長阻害）  14,900,000 µg/L 

甲殻類等 Daphnia magna 48 時間 LC50  1,982,000 µg/L 

魚 類 Ictalurus punctatus 96 時間 LC50  6,010,000 µg/L 

その他 Arbacia punctulata 48 時間 EC50（発生異常） 7,611,000 µg/L 

アセスメント係数：100［3 生物群（藻類等、甲殻類等、魚類）及びその他の生物について信頼

できる知見が得られたため］ 

 これらの毒性値のうち、その他の生物を除いた最小値（甲殻類等の 1,982,000 µg/L）をアセス

メント係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 19,000 µg/L が得られた。 
 

慢性毒性値は得られなかったため、本物質の PNEC としては、甲殻類等の急性毒性値から得

られた 19,000 µg/L を採用する。 
 

（4）生態リスクの初期評価結果 

【PEC / PNEC 比による生態リスクの判定】 

本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度で見ると淡水域で 0.21 µg/L 程度、海水域では

0.29 µg/L 程度であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度 (PEC) は、淡水域、

海水域ともに 0.48 µg/L 程度であり、PEC と予測無影響濃度 (PNEC) の比は、淡水域、海水域と

もに 0.00003 となる。 

したがって、生態リスクの判定としては、現時点では作業の必要はないと考えられる。 
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表 4.4 生態リスクの判定結果 

水 質 平均濃度 最大濃度 (PEC) PNEC 
PEC / 

PNEC 比 

公共用水域・淡水 0.21 μg/L 程度 (2015) 0.48 μg/L 程度 (2015) 
19,000 

µg/L 

0.00003 

公共用水域・海水 0.29 μg/L 程度 (2015) 0.48 μg/L 程度 (2015) 0.00003 

注：1) 環境中濃度での (  ) 内の数値は測定年度を示す 
2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 

 

 

【総合的な判定】 

本物質の慢性毒性においては 3 生物群ともに採用可能な実験値は得られていないため、QSAR

等による生態毒性の推定を検討した結果、藻類及び甲殻類の慢性毒性については、100,000 µg/L

程度で影響がないということが推測された。これらの慢性毒性予測結果を考慮しても、総合的

な判定は、現時点では作業の必要はないと考えられた。 

  

詳細な評価を行う 
候補と考えられる。 

現時点では作業は必要 
ないと考えられる。 

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC / PNEC＝0.1 PEC / PNEC＝1 ［ 判定基準 ］
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